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▶ 世界で最もアクティブな国になる ～ＩＣＴによる経済成長と国際社会への貢献～

▶ Ⅰ．新たな付加価値産業の創出
- Ｇ空間情報やビッグデータ等を活用して、高付加価値の新産業・新サービスを創出し、経済成長エンジンに

▶ Ⅱ．社会的課題の解決
- ＩＣＴを活用して、医療・介護・健康、地域活性化、防災、資源確保等の社会的課題を解決

▶ Ⅲ．ＩＣＴ共通基盤の高度化・強靱化
- オープンデータ・情報セキュリティ等、幅広い分野におけるＩＣＴの利活用を促進

プロジェクトの国策化と総合的推進

経済規模の拡大
雇用の創出
産業の高付加価値化
情報発信力の強化

防災・国土強靱化
地域活性化・街づくり
超高齢社会への対応
資源問題の解決

オープンイノベーションの推進
情報セキュリティの強化
パーソナルデータの活用
通信・放送インフラの強化

Vision – ビジョン

Mission – ミッション

課題

1ＩＣＴ成長戦略 －基本的視点－



Ｉ
Ｃ
Ｔ
共
通
基
盤

Ｉ
Ｃ
Ｔ
共
通
基
盤

安心・安全を守る情報セキュリティの強化

Ｇ空間情報の活用などオープンデータの推進
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新たな付加価値産業の創出

ひずみセンサー

データ
活用
データ
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放送・
コンテンツ
放送・

コンテンツ
農業農業 防災防災

医療・介護
・健康

医療・介護
・健康

資源資源

付加価値創出
プロジェクトの推進

４Ｋ・８Ｋ、ｽﾏｰﾄﾃﾚ
ﾋﾞの普及、放送ｺﾝ
ﾃﾝﾂの海外展開

バリューチェーンの
構築による高付加
価値化の実現

ｾﾝｻｰ等を活用した
社会ｲﾝﾌﾗの効率的
な維持管理の実現

医療情報連携基盤
の全国展開、「ｽﾏｰﾄ
ﾌﾟﾗﾁﾅ産業」の創出

衛星通信を活用
した「海のブロード
バンド」の実現

社会的課題の解決

世界最高レベルのＩＣＴインフラの構築

イノベーションを創出する研究開発の推進

地域
活性化
地域

活性化

「ICTｽﾏｰﾄﾀｳﾝ」
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの全国
展開・加速化

◆ 各省事業、自治体、民間等の連携
◆ 国策化による特定地域への集中投資
◆ 一体となった規制・制度改革

成功モデルの提示と実証

2ＩＣＴ成長戦略 －全体像－



社会的課題の解決 新たな付加価値産業の創出

○衛星を活用した「海のブロードバンド」の実現
（海底資源調査の高度化・効率化）

◆推進体制の整備

◆推進体制の整備
◆ロードマップの作成

資源問題 × ＩＣＴ超高齢社会 × ＩＣＴ

○道路・橋梁等の効率的な維持管理の実現
（➢2020年度までにインフラの20％はセンサー等を活用）

放送コンテンツの海外展開

放送サービスの高度化

成果展開（～2018年）のための体制整備

【2020年までに23兆円規模の新産業創出】 【2025年までに約20兆円の経済効果】

【海外展開】

○技術成果の具現化を支援する常時応募可能な公募制度の新設

○独創的な人向けチャレンジ枠の創設

○サイバーセキュリティ研究開発拠点（ＣＹＲＥＣ）の構築による解析能力の向上

○国際連携の推進（日・ＡＳＥＡＮサイバーセキュリティ協力等）

○公共データの民間開放（オープンデータ）・ビッグデータの活用の推進

○共通プラットフォームの構築

主
に
産
学
官
で
実
施
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

主
に
国
が
実
施
す
る
環
境
整
備

○女性等の活力発揮のためのテレワーク推進

○「スマートプラチナ社会」構築

・ＩＣＴ健康モデル（予防）の確立

（➢2016年度までに有効な方策を確立）

・医療情報連携基盤の全国展開

（➢2018年度までに全国へ普及・展開）
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➢2015年度末には、他の先進国と同水準の公開内容を実現
➢ＩＴ総合戦略本部の下で、パーソナルデータの取扱いについて、制度見直し方針を年内に策定

➢放送開始：４Ｋ、スマテレ→2014年、８Ｋ→2016年

➢市販のテレビでの放送環境実現→2020年

（➢テレワーク導入企業を2020年に2012年度比3倍）

○農業の知識産業化、バリューチェーン構築
（➢2020年度には農林水産物輸出目標1兆円に貢献）

Ｇ空間 × ＩＣＴ
○Ｇ空間オープンデータ・プラットフォームの構築

○世界最先端のＧ空間防災システムの構築

○「Ｇ空間シティ（仮称）」による成功モデルの実現

街づくり × ＩＣＴ ○「ＩＣＴスマートタウン」実証プロジェクトの展開・加速化

➢多様なメディアを活用した情報収集・伝達手段を2015年度までに構築
➢Ｇ空間情報を利用した消火活動を2020年度までに導入

○高度な漏水検知システム等の展開

【鉱物・エネルギー、水、農業、社会インフラ】

【海外展開】

【2018年までに現在の3倍
の海外事業売上高】

ＩＣＴによるイノベーション創出

情報セキュリティ

オープンデータ、ビッグデータ

街づくり × ＩＣＴ

【2020年に約62兆円のＧ空間関連市場】

ＩＣＴによるイノベーション創出 ○ＩＴＳパイロットプロジェクトの推進

・ＩＣＴリテラシーの向上

ＩＣＴ成長戦略 －施策の全体像－

○権利処理の効率化・迅速化、海外市場拡大の促進

○次世代放送システムの早期実現
（４Ｋ・８Ｋ、スマートテレビ）



鉱物・エネルギー

○衛星を活用した「海のブロードバンド」の実現

・洋上環境に対応した10Mbps級の高速通信が可能な地球局並びに
100Mbps級の高速通信が可能な次世代通信衛星技術を開発する。

○農業の知識産業化、バリューチェーン構築

・農産物の価値向上や消費者が必要とする情報の提供を可能とする
一貫したバリューチェーンの構築に向けた情報連携技術等の
研究開発を実施する。

農業（食料）

○高度な漏水検知システム等の展開

・センサー情報等をビッグデータ解析し、迅速・高精度に漏水箇所を
検知するシステム等について海外等で実証を行う。

水

○道路・橋梁等の効率的な維持管理の実現

・有線・無線のセンサー等からインフラの状態を把握するための
センサー技術や利活用技術の研究開発を実施する。

社会インフラ

・遠隔地にある複数の産地をネットワーク化し、熟練農家のノウハウや
市場情報等の共有を可能とする実証を行う。

資源問題 × ＩＣＴ超高齢社会 × ＩＣＴ

「スマートプラチナ社会」構築

女性等の活力発揮のための
テレワーク推進

○ＩＣＴ健康モデル（予防）の確立

○医療情報連携基盤の全国展開

・地方自治体の国民健康保険や企業の健康保険組合等にお
けるICTシステムや健診データ等を活用した健康づくりモデ
ル（予防）の確立のための大規模社会実証をヘルスケアポイ
ント（運動等の健康増進に関する取組等に対して付与される
ポイント）等を用いて実施する。

・医療情報連携ネットワークについて、データやシステム仕様の
標準化、運用ルールの検討やシステム関連コストの大幅な低
廉化等による費用対効果を図りつつ、全国への普及・展開を
図る。

○ＩＣＴを活用した道路管理の高度化に係る実証事業

・路線バス等に搭載した振動センサー等の情報を集約分析して
路面状態を把握し、効率的な道路管理を可能とする実証を行う。
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・テレワーク制度の本格導入を希望する企業を全国から募集し、
ＩＣＴを活用した柔軟な働き方や適切な評価が可能となる新たな

モデル確立のための実証事業を行う。

○ＩＣＴリテラシーの向上

・公民館・学校の空き教室等で、クラウドサービスを利活用する
際の個人情報の管理方法等、リテラシー向上のための実証を
行う。

主に産官学で実施するプロジェクト①



放送コンテンツの海外展開支援
次世代放送システムの早期実現

・4K/8K放送の早期開始及び次世代スマートテレビのサービスの

普及促進のため、必要な技術（「２K⇔８K」、「４K⇔８K」のアップ

コンバート／ダウンコンバート等）の検証などを支援する。

○次世代放送システムの早期実現に向けた支援

放送サービスの高度化

・地域の放送局や番組製作会社等が能力と意欲のある

中小企業、自治体等と協力して食や観光資源等の情報

を放送やネットを通じて現地のニーズに合わせて海外に

発信し、将来のビジネス展開を見据えつつ地域活性化

を進める取組やポップカルチャーの映像コンテンツの発

信を支援する。
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○放送コンテンツの権利処理の効率化・迅速化

・実演家及び音楽の両分野において、放送事業者や権利

者等の関係者による権利処理の効率化・迅速化を促進す

るための取組を支援する。

○海外市場の拡大の促進

主に産官学で実施するプロジェクト②

放送コンテンツの海外展開

・国家プロジェクトとして放送コンテンツ及び関連製品等の

海外展開を推進する体制（一般社団法人）を設立する。

○放送コンテンツ海外展開推進体制の整備
（2013年度前半予定）

推進体制の整備

○「次世代放送推進フォーラム」の設立 （2013年5月）

・次世代スマートテレビの普及促進に向け、次世代スマートテレビ対

応アプリ普及促進のため、「次世代スマートテレビ推進センター」を、

一般社団法人ＩＰＴＶフォーラム内に設置。

・ 4K/8K放送をオールジャパン体制で推進するため、放送事業

者、メーカー、通信事業者等約30社により構成される一般社団

法人「次世代放送推進フォーラム」を設立。

・ケーブルテレビ業界の共通基盤として、既存事業者を改組する

等により、「プラットフォーム事業者」を設立。

（本年7月、日本ケーブルテレビ連盟内に検討組織を設置。）

○「次世代スマートテレビ推進センター」の設置
（2013年7月予定）

○新たなプラットフォーム事業者の設立（2013年度中予定）

推進体制の整備

４Ｋ/８Ｋ（スーパーハイビジョン）

スマートテレビ

ケーブルテレビ・プラットフォーム



6

○ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための実証

・センサー、クラウド、ワイヤレス等の最先端のＩＣＴを

活用し、災害に強い街の実現、地域経済の活性化、

雇用創出等、地域の発展／課題解決を図るため、

「ＩＣＴスマートタウン」の実現に向けた実証プロジェクト

を実施する。

街づくり× ＩＣＴ

「ＩＣＴスマートタウン」
実証プロジェクトの展開・加速化

・既存の実証プロジェクト（５箇所）については、評価を

行いながら着実に実施するとともに、コミュニティの再生、

教育の再生、攻めの農業といった新たな社会課題に

対応するため、実証プロジェクトの加速化が必要。

・実証プロジェクトを主要拠点（２１箇所）で展開・加速化

するとともに、活動状況の把握・見える化を図り、２０１８年

頃のＩＣＴスマートタウンの普及を目指す。

○ＩCＴを活用したＩＴS次世代インフラ確立のための実証

ＩＣＴによるイノベーション創出

・安全で環境にやさしく経済的な道路交通社会の実現を

めざし、車、道路、ネットワークをつなげることによる高度

な運転支援技術の実用化に向けた、公道上での大規

模実証実験を実施する。

主に産官学で実施するプロジェクト③

ＩＴＳパイロットプロジェクトの推進



Ｇ空間オープンデータ・プラットフォームの構築

世界最先端のＧ空間防災システムの構築

「Ｇ空間シティ（仮称）」による成功モデルの実現

7

Ｇ空間 × ＩＣＴ

○プラットフォームの構築

・ 「Ｇ空間情報センター」の実現に向け、官民が保有するＧ空間関連データを自由に組み合わせて利活用できるプラットフォームを構築する。

・ 上記プラットフォームを民間企業等に開放し、様々な新サービス創出の開発実証に活用する。

○Ｇ空間情報活用の全国普及に向けた官民連携等の強化

・ 自治体が保有するＧ空間情報の多目的利用を推進するため、自治体におけるＧ空間情報利活用のベスト・プラクティス集を作成する。

・ 官民の連携による地図制作や更新の効率化を図るため、自治体と公益事業者等の連携モデルを構築し、順次展開する。

○多様な手段による的確な情報提供の実現

・ Ｇ空間情報をリアルタイムにビッグデータ分析し、準天頂衛星のメッセージ機能も含めた多様な伝達手段を活用し、一人一人に的確な

情報提供を行うモデルシステムを実現する。

・ 災害現場に近づけない大規模災害・特殊災害等においてＧ空間情報を活用し、リモートで操作できる災害対応ロボット等の高度な

防災システムを開発し、順次導入する。

○災害対応ロボット等の高度な防災システムの導入

○先進的・先導的な利活用モデルの実施

・ Ｇ空間情報利活用の促進を図るため、関係府省と連携し、交通・農業の高度化等のための先進的・先導的なＧ空間×ＩＣＴの利活用

モデルを構築する。

○海外での実証プロジェクトの実施

・ 国際競争力の強化及び国際展開の促進を図るため、ＡＳＥＡＮ地域等を中心に海外でＧ空間×ＩＣＴの実証プロジェクトを実施する。

主に産官学で実施するプロジェクト④



○技術成果の具現化を支援する常時応募可能な公募制度の新設

○サイバーセキュリティ研究開発拠点（ＣＹＲＥＣ）の構築による解析能力の向上

○共通プラットフォームの構築

○独創的な人向けチャレンジ枠の創設

○国際連携の推進（日・ＡＳＥＡＮサイバーセキュリティ協力等）

○公共データの民間開放（オープンデータ）・ビッグデータの活用の推進

・全国主要拠点のICTスマートタウン実証プロジェクトを基に、複数分野のサービス、データの相互連携が可能な
共通プラットフォームを構築する。

・その際、これまでの年に1回の公募制度に加え、アイデアが生まれたらいつでも支援できるよう、常時応募可能な
公募制度とする。

・変わったことを考える独創的な人材に、より多くの機会を与えるため、ＳＣＯＰＥ（戦略的情報通信研究開発
推進制度）に新たに「チャレンジ枠」を設け、実績の有無等のみにこだわることなく、世の中に変革を起こす斬新な
アイデアに資金援助を行いやすい環境を整備する。

・高度化・複雑化するサイバー攻撃に対応するため、国内の英知を結集したサイバーセキュリティの研究開発拠点
（CYREC, Cybersecurity Research Center）を(独)情報通信研究機構に構築し、解析能力の向上を図る。

・ASEAN諸国との連携等によりグローバルなインターネット環境の安全を確保する。

・実証プロジェクトで得られた成功事例及び共通プラットフォームを2018年までに他地域へ普及展開するため、
実証プロジェクト関係者を中心とした推進体制を整備する。

街づくり× ＩＣＴ

情報セキュリティ

ＩＣＴによる
イノベーション創出

オープンデータ
ビッグデータ ・消費者への透明性を担保しながら適切なデータ利活用を可能とする仕組み（トラストフレームワーク）を構築する。

・研究開発を通じたイノベーションを創出するため、大学、ベンチャー企業などの技術成果の具現化（コンセプト検
証）への支援を行う。
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・IT総合戦略本部の下で、パーソナルデータの取扱いについて、制度見直し方針を年内に策定する。

・データフォーマットの統一等、データのオープン化に向けた環境整備を行う。
（➢2015年度末に他の先進国と同水準の公開を実現する。）

○ＩＣＴコトづくりの裾野の拡大に向けた新たなアイデアの発掘・支援

主に国が実施する環境整備

・ビッグデータ等のＩＣＴを活用した新たな付加価値の創出（コトづくり）に向けて、ベンチャー企業・若手人材に着目し、
社会・地域の課題解決につながるアイデアを創出、展開するための仕組み（コンテスト等）を構築する。
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2020年2013年 2017年

推進体制の整備／ロードマップ①

・各分野の短期的プロジェクトにおける実証実験
①熟練農家のノウハウや市場情報等の共有システムの実証
②路線バス等に搭載した振動センサー等の情報を活用した
道路管理の高度化に向けた実証
等

・124/128度CS及び
CATVにおいて、
4K・スマートTVを
一体として放送開始

・110度CSに4K放送を拡大
・8Kも放送開始
・スマートTV対応のサービス拡大
・CATVプラットフォームの機能拡充、
参加事業者拡大

・BSにも4K・８K放送を拡大

・スマートTV対応のサービス拡大

・CATVプラットフォームへの参加事業者拡大

【2020年度まで】

・各分野の中長期的プロジェクトにおける研究開発
①生産から流通、消費まで一貫したバリューチェーンを実現する
効果的なデータ解析技術や情報連携技術の研究開発

②道路・橋梁等の効率的な維持管理を実現するセンサー技術や
利活用技術の研究開発 等 【2020年度頃まで】

・海外展開の
促進に向けた
「オールジャパン」
の体制構築
【2013年度中】

・「オールジャパン」の体制により、海外展開を加速・促進

①重点対象国等を含めた「目標」の設定

②上記目標の下、「アクションプラン」の検討、策定

③プランの「実行」に向けた取組の実施

資
源
問
題

×

Ｉ
Ｃ
Ｔ

放
送
サ
ー
ビ
ス
高
度
化

放
送
コ
ン
テ
ン
ツ

２
０
２
５
年
ま
で
に

約
２
０
兆
円
の

経
済
効
果
を
実
現

次
世
代
放
送
サ
ー
ビ
ス

を
世
界
に
先
駆
け

実
現
・
新
市
場
を
創
出

２
０
１
８
年
ま
で
に

現
在
の
３
倍
の

海
外
事
業
売
上
高
を
達
成

（
経
済
効
果
４
０
０
０
億
円
）

・医療情報連携基盤の全国展開の推進
・ICT健康モデル（予防）の確立普及
・リテラシー向上の取組推進によるコミュニケーションの活性化
・新たなワークスタイルの普及

等 【2020年度頃まで】

２
０
２
０
年
に

２
３
兆
円
規
模
の

新
産
業
を
創
出

・医療情報連携基盤の技術検証・運用ルールの確立
・自治体や企業を主体とするICT健康モデル（予防）の大規模社会実証
・高齢者のＩＣＴリテラシー向上のための環境整備
・テレワークの推進

等 【2017年度頃まで】

超
高
齢
社
会
×

Ｉ
Ｃ
Ｔ

【継続的に実施】

【2014年度まで】

・放送コンテンツ
の権利処理の
効率化・迅速化

【2015年度頃まで】

【2016年度まで】

ＩＣＴ成長戦略
推進会議の創設

○ PDCAサイクルの推進による進捗状況の管理、定期的な評価

○ 関係府省庁及び産学等関係者との連携の推進 等

【2017年度頃まで】



2017年2013年 2020年
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・ICTスマートタウン実証プロジェクトの展開・加速化
・複数分野のサービス、データの広域／官民連携
を可能とする共通プラットフォームを実現

・実証プロジェクトで得られた成果の普及展開のため
の体制整備

・ICTスマートタウンの普及展開

①実証プロジェクトの展開・加速化

②共通プラットフォームの国内外への戦略的な展開

③グローバル展開方策の検討

【2018年度頃まで】

・国際連携（日・ＡＳＥＡＮサイバーセキュリティ協力等）

①ASEAN諸国等との連携によるグローバルなインターネット環境の安全の確保

②不合理な規制の撤廃に向けた省庁の枠を超えた連携

③顔が見える外交の展開等による国際的なサイバー空間の規範形成への主導的な取組の実施

【継続的に実施】

街
づ
く
り

×

Ｉ
Ｃ
Ｔ

Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
よ
る

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

Ｇ
空
間

×

Ｉ
Ｃ
Ｔ

・ICTスマートタウンの拡大

①対象地域の拡大

②グローバル展開の推進

【継続的に実施】

２
０
１
８
年
頃
ま
で
に

Ｉ
Ｃ
Ｔ
ス
マ
ー
ト
タ
ウ
ン

を
普
及
展
開

Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
よ
る

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

の
仕
組
み
の
構
築
と

社
会
実
装

２
０
２
０
年
度
に

Ｇ
空
間
関
連
市
場
を

約
６
２
兆
円
へ
拡
大

（
現
在
約
２
０
兆
円
）

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る

高
度
な
対
応
の
実
現
／

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
を
考
慮

し
た
デ
ー
タ
活
用
の
実
現

・パーソナルデータ

利活用のための

トラストフレーム

ワークの実証

【2016年度頃まで】

・災害対応ロボット等の

高度な防災 システムの

導入

【2020年度頃まで】

・新サービスの開発実証（プラットフォームの民間開放）

・Ｇ空間情報活用の全国普及

・モデルシステムの国内外への順次展開

【継続的に実施】

・Ｇ空間オープンデータ・プラットフォームの構築

・自治体・公益事業者の連携モデル構築

・災害時における多様な伝達手段を活用した

的確な情報提供のモデルシステムの実現

・先進的・先導的なＧ空間×ＩＣＴ利活用モデル

システムの実施 【2015年度頃まで】

・ITSを活用したICT次世代インフラの確立

【2015年度まで】

【2018年度まで】

・技術成果の具現化を支援する常時応募可能な公募制度の新設

・独創的な人材に機会を与える「チャレンジ枠」を課題公募型研究開発に創設

【継続的に実施】

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
／

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
・
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ

・サイバーセキュリティ研究開発拠点（ＣＹＲＥＣ）の構築による解析能力の向上

ロードマップ②


